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とする。   

しかし、国鉄の場合のように民営化と欠測値と  

が重なっている場合には民営化の影響を吸収する  

までに時間がかかり、特に欠測値を考慮すると2  

時点先の予測をするため更に時間がかかる。この  

ような場合にはむしろその年がなかったものとし  

た方がよい。ここでは民営化後の期間が短いので  

民営化以前のデータだけを縮約することにする。  

すなわち、縮約値として平均叫po－11功一2ト  

分散閻功一1lβ0－2）を持つ正規確率変数  
わ（伽－1）を用いる。   

旦二足泡盛藍屋い鼻工侶Åモ・デル   

民営化後の各年次データがDMUl，ち…，皿1を構成  

し、民営化前の縮約された入力値弟（g＝1，乙…，例）、  

出力値箪（r＝も2，…，∫）でDMU月を構成することに  

電電公社や国鉄の民営化前後では大きく環境が  

変化した。このような場合には、民営化以前につ  

いてはデータ量は多いが、それらの表現する情報  

として汲み上げたいものはK細m卸蝕釘を使えば大  

幅に圧縮できる。民営化の成果をなるべく早い時  

期にそれ以前と比較しようとすると民営化後のデー  

タはあまりない。これらの点を踏まえて国鉄の民  

営化を評価する方法を提案する。  

2。温風且皿a皿茄餌即の   

民営化後も十分な長さのデータがある場合には  

評価対象を直近の何年かに限定し（それぞれの年  

を別DMUと考え）、それ以前のデータをKdm諷  

蝕¢ーを使って縮約する。 
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とし、時点伽に民営化が行われたものとする。こ  

のとき、状態方程式は   
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で与えられ、観測方程式は   
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で与えられる。α，2は規格化して1とすることがで  

書、未知パラメタはす2だけなので対数尤度  
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する。DMUJ（＝1，2，．‥，L7－1）の効率性をDMUDも含め  

てCCRモデルにより評価する。  
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通常のCCRモデルとの相違は式（4）における制約  

が確率変数を含むことである。これへの対処案と  

しては  

（1）弟、芳をそれらの平均∬f（伽－1Iβ0－2）、  

γr（功一1lβ0－2）で置き換える。  

（2）弟、耳の代りに、弟のα％値、号の（100  

－α）％値を使って緩い制約（α＞50）あるいは  

厳しい制約（αく50）を使う。  
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人件費／営業収入  

図1 入力／出力  

きく予測が外れてしまうのでむしろ入れない方が  

よい。  

【1】上田：「予測手法（1）：時系列予測法」オペレー   

ションズ・リサーチ、1994年6月号  

【2】末吉はか：「国鉄の分割・民営化とその企業効   

率変化：DEA時系列分析による実証研究」  

JORSJ，40，2（1997）  

表11986年の予測値  

4．検討結果   

文献【2】のデータに基づき、国鉄・JRの効率性の  

検討を行った。1987年以降の各年次データは各々  

DMUを構成し、1965年～1985年のデータから予測  

された1986年のデータはDMUA，B，Cを構成するも  

のとする。ただし、DMUAは平均値を用い、DMU  

瑚ま入力値として（平均一標準偏差α）、出力値と  

して（平均＋α）をとったものであり、DMUCは  

入力値として（平均－2α）、出力値として（平均  

＋2α）をとったものである。   

人力項目として人件費、人件費以外の経費の2  

項目、人力項目として営業収入を採り、K山m肌  

用te一により予測値を求めた。   

表1に1986年の予測値の平均叫1986t1985）とそ  

の標準偏差呵1986l1985）を示す。人力／出力を図  

1に示す。これからは民営化が効率に大きく寄与  

したといえる。   

なお、全データを用いた場合の民営化後の人件  

費の予測値を表2に示す。ただし、1986年の  

データに関して「0考慮」はを欠測値として扱っ  

た場合であり、「0無視」は無かったものとした  

場合である。これから分かるように、データの不  

連続性があるときに2期先の予測値を入れると大   

平均   標準偏差   

人件費   Z510   323   

経費   3435   332   

収入   3716   336   

表2 人件費の予測値  

年   実績  0考慮  0無視   

1987  1031  3984  1250   

1988  1050  －450  1090   

1989  1169  1069  1069   

1990  1175  1288  1288  
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